

























































































































ﾉたいする利用（1000台） ? （％） ? （％） （100万本） 度 （％）
1919 1，934 88 一 32．8 一
1920
???
86 一 32．4 　　　一V
1921 1，682 63 一 27．3 60
1922 2，646 84 一 40．8 88
1923 4，180 94 108 45．4 74
1924 3，738 74 85 50．8 82
1925
??，
82 101 58．7 91
1926
??，
68 81 60．0 88
1927 3，580 46 68 63．7 85
1928
??，
55 80 75．4 87
1929
??，
















1923 3．5 2．4 69 1．5 1．1 72 70
1925 3．7 2．4 65 1．4 0．9 63 64
1927 3．7 2．3 62 1．5 1．0 68 64















（％） 能力 （100万バレル） （％）
1919 2，178 2，178 100 120．8 80．8 67
1920 2，412 2，388 99 124．4 100．0 80
1921 2，675 2，033 76 122．7 98．8 81
1922 2，780 2，530 91 124．3 1ユ4．8 92
1923 2，836 2，751 97 137．6 137．5 100
1924 3，161 2，845 90 148．8 149．4 100
1925 3，317 3，052 92 164．5 161．7 98
1926 3，756 3，568 95 183．0 164．5 90
1927 　　　7S，252 3，572 84 193．0 173．2 90
1928 4，633 3，799 82 207．1 176．3 85
ユ929 4，906 4，121 84 220．1 170．6 78




1920 55．6 42．1 76
1921 57．4 19．8 35
1922 58．4 35．6 61
1923 58．6 44．9 77
1924 59．4 37．9 64
1925 61．1 45．4 74
1926 57．8 48．3 84
1927 60．0 44．9 75
1928 61．5 51．5 84
1929 63．8 56．4 89
1930 65．2 40．7 62
1931 69．0 25．9 38
1932 70．3 13．7 20






























































































































































































































































































































































































































































































製造間接費総額 ＄　200，000 ＄　275，000 ＄　125，000
変動費 ＄　200，000 ＄　300，000 ＄　100，000
管理不能的性格を
有する費用
＄　25，000 ＄　25，000
標準操業度からの
乖離比率 500／． 500／．
管理不能費
　（固定費）
＄　50，000 ＄　50，000
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操業度水準の周辺　2フ5
接費管理に関して，その前提として「消費者の需要と論理的な関連を常に保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）持する製造計画による効果的な操業管理の維持」が在庫管理ならびに購買管
理と共にその要諦とされていることである。
　以上のような企業実践からみると当時における製造間接費の管理問題の分
析には予算統制の制度的定着という状況のなかにあって，販売計画と生産計
画の関連という視点が不可欠となってくるのである。
lV　む　す　び
　およそ，管理会計の直接的成立基盤は，その時々の個別企業の抱える経営
問題への対応の在り様である。それはまた，個別企業資本が構成する社会総
資本の運動形態をその射程の内に含み，経済的・経営的諸過程を貫徹する支
配的な物的諸条件を析出し，考察対象の分析基盤とすることを要求する。
　本稿では，1920年代における製造間接費の管理問題を，操業度水準という視
角から取り扱ってきたのであるが，それは製造過程に限定されたものではなく
販売過程から予定される操業度水準を受容するという形式の中で論じられる，
換言すれば予算統制制度の一領域として考察される必要があることを重視した
ものである。聞接費の標準配賦率による配賦は実際操業度において発生すべき
間接費額であり，製造間接費の管理という側面からはなんの基準にもなり得
ないことから，固定費・変動費の区分による変動予算が展開されてきたので
ある。そして種々の操業度に対してどれくらいの間接費が許容されるのかが
問題となり，生産量と販売量との関連においてその解決を行なうのである。
また，過剰生産能力の定在化は固定費の回収に際して計画利益＝必要収益一
許容費用という財務管理的思考を要求するものとなるのである。
　S．へ一バーは，テーラー主義の歴史を素描しながら「1920年代には，生
産への関心は新しい販売への関心へと移行していった。ユ920～21年の不況と
ともに，購買者市場や未開拓地域の消滅，成熟経済の到来が話題にのぼるよ
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2ア6
　　　　（40）
うになった。」と述べ，「商品を生み出すことと注文を生み出せることのあい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）だには，違いといえるほどのものが本当にあったのか。」とこの時代の方向を
要約している。
（40）　Haber，　S．　Efficiency　and　Uplift，　N　Scientific　Management　in　the　Progressive
　Era　1890－1920N，　U．　C．　P．　1964，　p．164．
（41）　lbid．，　p．　164．
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